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PwC第19回世界CEO
意識調査について

今後一年間の世界経済の見通しにつ
いて、CEO は 2015 年よりも悲観的な
見方を示しています。自社の成長につ
いても同じことが言えます。

CEO の多くは、機会を探りながら
も、危険を冒したくはないと考えてい
ます。成長見通しに関しては、米国と
中国が群を抜いて重要な市場と見られ
ており、ドイツと英国を大きく引き離
しています。とはいえ、CEO は、イン
ドの強気の経営姿勢と、（政治的・経
済的課題はあるものの）ブラジルにも
可能性を見いだしています。また昨年
は、メキシコと UAE における新しい潜
在的な機会にも CEO の注目が集まりま
した。

過剰な規制は、引き続き CEO の最大
の懸念となっています。しかし、租税
負担の増加や財政赤字・国家債務に対
する政府の対応などの問題が大きく立
ちはだかる中で、地政学的な不確実性

（地域紛争や激化するテロ攻撃によっ
て悪化）が最大の懸念であると答えた
CEO がほぼ 4 分の 3 を占めました。

さらに CEO を迷わせるのは、政治、
経済、事業、社会、文化の動きが多様
化するにつれ、グローバル化した経済
や社会システムが崩壊しつつあるとい
う感覚です。これはデジタルテクノロ

ジーによって世界中の人々が他者との
つながりを深め、より多くの情報を得
ることが可能になり、その結果、彼ら
がさらに力と勇気を獲得したことによ
るものです。

CEO は、テクノロジーに精通した
市民が自社の顧客や潜在顧客であるこ
とを理解しています。CEO はかつてな
いほど容易につながることができる一
方、都市化の波、気候変動、急激な人
口動態変化や社会の変化といったメガ
トレンドによって劇的に変貌する世界
で舵取りを迫られています。こうした
変化に直面し、CEO は、企業がより広
い社会を支援し、独自の価値観に基づ
いて行動しているかどうかを判断基準
にする顧客が増えると述べています。
特筆すべきは、CEO の 4 分の 1 近くが、
自社が社会に与える広範な影響に鑑み、
過去 3 年以内に組織としての存在意義
を変更したと述べていることです。

緊密につながり、テクノロジーに
精通した社会の期待に十分応えるため
に、企業は答えをテクノロジー（当然
ですが）に求めています。今後もイン
ターネットにより可能となるテクノロ
ジーが、顧客にとって有用な製品や顧
客体験を作り出すことによって、企業
のイノベーションを可能にする一方
で、デジタルネイティブ世代の人材が
今後の事業の成長に不可欠であると考
えられています。しかし、顧客イン
サイトやマーケティングなどの分野の
技術革新に関しては、成長を牽引する
と同時に、より広い社会に価値を創造
するような事業提案ができないものか
と、企業は今のところ悪戦苦闘してい
ます。

複雑な時代に企業を率いていくにはどうすべきか？不確実性
が長く、絶え間なく続く時代において、全ての CEO がその答
えを探し求めています。
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デニス・Ｍ・ナリー 
PwC インターナショナル会長

その理由は、理屈ではビジネスのあ
らゆる部分を測定できるデジタル化さ
れた世界において、信頼される企業と
なり、良き企業市民として長期的な成
功を確立しても、その測定方法を CEO
がまだ会得していないからだと考えら
れます。顧客、従業員、そして幅広い
社会との透明性の高い関係に基づく、
より良い製品やサービスが、この不確
実な世界で自社の存続をいかに確かな
ものにしてくれるかを効果的に測るに
は、テクノロジーが有効であることは
間違いありません。それは時間がたつ
につれて明らかになるでしょう。しか
し、まずは成功とはどのようなものか
を知っておく必要があります。

PwC の調査にご参加いただき、意
見をお聞かせいただいた世界 83 カ国
1,400 名以上の CEO の皆さまに感謝
の意を表したいと思います。今年で
19 回目となる PwC の世界 CEO 意識
調査は、皆さまの積極的かつ率直なご
参加なくして、成功はあり得ませんで
した。ご回答いただいた皆さまには、
貴重なお時間を割いていただき、この
調査を可能な限り広範かつ正確なもの
にしていただいたことに感謝していま
す。特に、より深く詳細なお話を直接
お聞かせくださった 33 名の CEO の
方々に格別の感謝を申し上げます。こ
の方々のコメントは、本報告書の随所
でご紹介します。
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複雑な時代の成長とは

74%
の CEO は、地政学的な
不確実性に懸念を抱い
ている。

今日の CEO が直面する事業環境は、理解し
適応することがますます難しくなっている。

世界的な金融危機から 7 年たった今でも、
事業環境はかつての姿を完全に取り戻しては
いない。今後、取り戻すことはあるのだろうか。
昨年、事業の成長に対する脅威として、CEO
が上位にリストアップしたのは、規制、人材、
国家債務、地政学的な不確実性、および租税
であった。これらの項目は、今年もリストか
ら消えていない。実際、懸念のレベルは、過
去 5 年間で最も高くなっている。

特に 79％の CEO が挙げた「過剰な規制」は、
依然として最も懸念されており、4 年連続で
1 位となっている（図 1 参照）。

一方、74％の CEO が「地政学的な不確実性」
に言及し、2 位に浮上した。これは、イラクや
シリアにおいて紛争が激化する中、世界のあ
らゆる場所でテロ攻撃が発生、増加している
ことが背景となっている。国際紛争は社会不
安や危機対応の態勢への懸念にも影響してお
り、これらを挙げた CEO は、それぞれ 65％と
61％となった。サイバーセキュリティを懸念
する CEO も 61％に達し、国家利益・経済的利
益のいずれにとっても脅威であることを示し
ている。

私たちは、それが経済
的リーダーシップであ
れ、新興国・先進国の
抱える課題であれ、あ
るいは政情不安や世界
中に広がる過激主義的
な 物 の 見 方 が 引 き 起
こす問題、または新た
な技術やビジネスモデ
ルであれ、凄まじい速
度で環境が変化する世
界に生きていると言え
ないだろうか。それが

「ニューノーマル」と
呼ばれる概念である。
このニューノーマルを
リードする企業や国家
は、常に変化する環境
に対処するとともに、
それらの変化に加速度
的なペースで順応して
いくことができなけれ
ばならない。

John Chambers
Executive Chairman of 
the Board, Cisco Systems, 
Inc., US

… 原油価格の低下は、
中東、特に石油生産国
の資金量を圧迫するこ
とから、社会的力学の
観点で派生的な影響を
も た ら す。 そ れ ら の
国々では若者の人口が
非常に多いため、深刻
な予算の逼迫が懸念さ
れる。

Dr. Ahmed Heikal
Chairman and Founder, 
Qalaa Holdings, Egypt
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過剰な規制 地政学的な不確実性 為替相場の乱高下

地政学的な不確実性

租税負担の増加

社会不安

サイバー脅威

消費者の嗜好や消費行動の変化

為替相場の乱高下

ビジネスに対する信頼の欠如

気候変動と環境破壊

2013年以降最も上昇率が高い項目

過剰な規制

鍵となる人材の調達

財政赤字と債務負担に対する
政府の対応

主な脅威

三大脅威

調査ベース：全回答者（2016年＝1,409名、2015年＝1,322名、2014年＝1,344名、2013年＝1,330名、
2012年＝1,258名）　注：「多少懸念している」または「非常に懸念している」と述べた回答者の割合。

贈収賄と
不正行為

ビジネスに対する
信頼の欠如

社会不安
2015年に新規浮上

消費者の嗜好や
消費行動

2013年 2014年 2015年 2013年 2014年 2015年

2013年 2014年 2015年

2016年

2016年

2016年

2013年 2014年 2015年 2016年

図1	 CEOは広範なリスクについて懸念を深めつつある

Q：	貴社の成長見通しに対する以下の経済、政策、社会、ビジネス上の潜在的な脅威に
ついて、どの程度懸念していますか？

CEO が対処しなければならないリスクは
他にもある。ある程度の経済成長が見込める
場合においても、異次元の金融緩和政策に助
けられていることが多い（米国ではこの傾
向に挑戦するかのように、連邦準備制度理
事会《ＦＲＢ》が 9 年ぶりに利上げを行った）。 
こうした動きが、2015 年 8 月に中国が予告な
く人民元の切り下げを実施したことと相まっ
て、為替相場が乱高下する要因となっている。
為替相場の乱高下については 73％の CEO が指
摘しており、重大な懸念の第3位となっている。

実際に、CEO は、自社が成長する上で重要
な場として、中国経済を引き続き注視してい
る。中国経済の不均衡是正・負債を抱えた地方
政府の脆弱性・製造業の低迷が、投資家の動
揺を誘い、多くの産業、特に急成長の波に乗っ
たものの今や減速の影響を正面から受けてい
るコモディティセクターの、混乱を引き続き招
いている。
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これらの要因は場所によってさまざまに異
なる影響をもたらしているが、全体としては
世界経済の不確実性を高めており、CEO は、
今年の見通しについて昨年ほど楽観視してい
ない。今後 12 カ月間で世界の経済成長率が改
善すると楽観視している回答者の割合は昨年
の 37％から 27％に低下した（図 2 参照）。逆に、
悪化すると考えている回答者の割合は 17％か
ら 23％に増加した。

今後 12 カ月間の自社の売上拡大見通しにつ
いての自信も、世界経済に対する自信ほどで
はないにしても、予想通り低下した。短期的
な自社の成長見通しについて「非常に自信が
ある」と回答した CEO の割合は、昨年の 39％
に対して 35％であった（図 2 参照）。

どこに成長の可能性があるのかを特定する
のがますます困難になってきているが、CEO
はやはり馴染みの市場を頼りにしている。海
外で最も重要な成長市場として大多数の CEO
が挙げたのは、今年も米国、中国を筆頭に、
ドイツと英国が続いた（図 3 参照）。

複雑な時代の成長とは

2011年2010年2009年2008年2007年2006年2004年 2005年 2016年2015年2012年 2013年

自社の成長見通しに非常に自信があるCEO 世界の経済成長が改善することに自信があるCEO

2014年

図2	 不確実な時代における世界経済や自社の成長見通しについて、CEOは昨年より自信を失っている

Q： 今後 12 カ月間に貴社の売上を拡大する見通しについて、どの程度自信がありますか？ 
今後 12 カ月間に世界の経済成長は改善、横ばい、あるいは減退のうち、どの方向に進むとお考えですか？

図3	 CEOは依然としてBRICs 全体に投資機会が
あると見ている

Q：今後 12 カ月間で、貴社全体が成長する上で、貴社の
本拠地以外で最も重要と思われる 3 カ国を挙げてくだ
さい。

調査ベース：全回答者（2016 年＝ 1,409 名、2015 年＝ 1,322 名、2014 年＝ 1,344 名、2013 年＝ 1,330 名、2012 年＝ 1,258 名、2011 年＝ 1,201
名、2010 年＝ 1,198 名、2009 年＝ 1,124 名、2008 年＝ 1,150 名、2007 年＝ 1,084 名、2006 年（未実施）、2005 年＝ 1,324 名、2004 年
＝ 1,386 名）注：前年までの質問では「世界の経済成長」の部分を「世界経済」としていた。

英国

インド

ブラジル

日本

ロシア

メキシコ

UAE

米国

中国

ドイツ

… インドにいる私たち
から見ると、成長率と
いう点で、わが国は世
界でもトップクラスに
属するのではないかと
思われる。

Chitra Ramkrishna
Managing Director and 
CEO, National Stock 
Exchange of India Limited 
(NSE), India

米国は緩やかに成長す
ると考えている。私に
とって米国は、成長が
期待できる最も重要で
回 復 力 の 強 い 市 場 で
あり、当社にとっても
最も重要な市場である。

サントリーホールディングス
株式会社
代表取締役社長
新浪 剛史

35%
の CEO は、短期的な自
社の成長見通しに非常
に自信を持っている
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メキシコは、二年ぶりに上位 10 位内に返り
咲くと同時に、BRICs 以外の新興市場としては
最上位に浮上した。UAE も上位 10 位以内に入
り、石油収入への依存度が相対的に低いこと
から、中東では期待の集まる国となっている。

グローバル化を超えて
この複雑な世界の眺望は、経済や地政学的

な動向によってのみ形成されているものでは
ない。もっと根本的なシフト、すなわちグロー
バル化が進む世界から、権力、成長、脅威と
いった複数の形が存在する世界へのシフトであ
り、この変遷はいわゆる「多極化」と呼ばれる。
CEO の大多数はすでにこのシフトを予想してお
り、具体的には 59％の CEO が複数の経済モデ
ル、75％は地域貿易の進行、81％強が法と自
由の体系の多様化、そして 83％が社会を支え
る根本的な価値体系がさまざまに異なってくる
ことを予想している（図 4 参照）。今後の成長
とそれがもたらされる市場についての懸念が極
めて強いのも不思議はない。

… TPP は、WTO 以降、
最大の貿易協定である。
こ れ に よ り、 世 界 の
GDP の 40 ％ が、 一 つ
の経済圏に集まること
になる。非常に楽しみ
だ。2015 年 は ベ ト ナ
ムにとって素晴らしい
年になりそうだ。その
理由は TPP によって、
ベ ト ナ ム が TPP 加 盟
12 カ国のうち、最もそ
の恩恵を受ける国の一
つになると見込まれる
だけでなく、ベトナム
が 2015 年末までに発
足 す る ASEAN 経 済 共
同体の中心に位置する
からである。

Don Lam
Chief Executive Officer  
and Founding Partner, 
VinaCapital, Vietnam

図4	 CEOは、複雑化する多極的な世界での舵取りを迫られている

Q：	各選択肢について、社会がどちらに向かっていると思うか、当てはまる方を選んでください。

政治同盟

経済同盟・統一経済
モデル

単一のグローバル
市場

グローバルで単一な
体系の法の支配と自由

グローバルな
共通認識と価値観

インターネットへの
無料でオープンな
アクセス

グローバルベース
の金融機関

ナショナリズム・
自治政府

複数の経済モデル

地域貿易ブロック

複数の異なる体系の
法の支配と自由

複数の考え方
価値観

インターネットへの
分断されたアクセス

地域単位の
投資銀行

39%

35%

22%

15%

14%

72%

15%

53%

59%

75%

81%

83%

25%

79%

BRICs は複雑な様相を呈しているものの、
CEO は依然として BRICs に投資機会があると
見ている。インドは、モディ首相率いるビジ
ネス重視の政策の下、引き続き好調を維持し
ており、CEO が挙げた最も有望な海外市場五
つのうちの一つとなっている。一方、ブラジ
ルは、政治的・経済的な問題にもかかわらず、
1 ポイントしかインドと差が開かなかった。ま
たロシアも、地政学的な緊張と石油・天然ガ
スへの依存度の高さにもかかわらず、順位を
維持した。数年前であれば、CEO は BRICs を
いわば一つの経済圏として考えていたかもし
れないが、今日ではケース・バイ・ケースで
ビジネス機会を判断するようになっているよ
うだ。BRICs 市場については「様子見」的なア
プローチで臨む CEO もいれば、これらの国々
のより長期的なファンダメンタルズの強さ、
特に増大する中産階級に対する自信に基づい
て、さらなる進出を目指す CEO もいる。
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対照的に、CEO が収斂が進んでいると見て
いる分野はインターネットである。インター
ネットは世界を近づけたが、同時に、考え方の
多様化をより浮き彫りにする役割を果たしてい
るのである。

このように、権力の分散が進む時には、脅威
と機会の両方がもたらされる。経済不安によっ
て意見の違いが大きくなると、確かに紛争につ
ながりやすい。しかし、例えば地域貿易ブロッ
クは、貿易協定や貿易政策の質の改善につな
がる可能性もある。例えば、ビジネスリーダー
の多くは、アジア太平洋経済協力会議（APEC）
を通じて経済統合が進むという点について楽観
視しているという傾向もある 1。

これはグローバル化の終焉を意味するもので
はない。2015 年 12 月のパリ国連気候変動会
議で合意された気候変動条約は、政府間協力の
良い例である。

CEO は多くの不確実性に直面していること
から、今日、脅威や機会が増大しているかとい
う質問に対する答えが分かれていても、それほ
ど不思議ではない。3 分の 2（66％）の CEO
が 3 年前よりも自社に対する脅威が増えてい
ると答えたのに対し、機会が増えたと答えた
CEO もほぼ同数（60％）に上った（図 5 参照）。

32%
驚異のみが
増えた

26%
機会のみが
増えた

34%
機会と驚異の
両方が増えた

60%
機会が増えた

66%
脅威が増えた

2015年

31%

30%

29%

2016年

図5	 CEOは、自社に対する脅威が3年前よりも
増大していると見ている

Q：	貴社にとって 3 年前よりも成長機会／脅威が増えてい
るという点について、あなたはどの程度同意しますか？

当社が業務を行う国々
の規制環境は、長年に
わたって統合されてき
たが、過去 5 年以上に
わたって多様化が進ん
で い る。 中 国、 韓 国、
インド、ブラジルなど
ではその国独自の規制
制度を構築、理論上は
他国の制度に類似して
はいるが、多様化と呼
べるだけの差異が存在
している。

Michael Daniell
Managing Director and 
CEO, Fisher & Paykel 
Healthcare Corporation 
Ltd., New Zealand

調査ベース：全回答者（2016 年＝ 1,409 名、2015 年 =1,322 名）

複雑な時代の成長とは
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私たちには多くの条約、
規制、協定がある。そ
れらが現在の問題に対
処できるよう、確実を
期する必要がある。ま
た、それらが改悪され
ることのないように注
意しなければならない。

Michael Møller
Director-General, United  
Nations Office at Geneva 
(UNOG), Switzerland

将来、金利の上昇と為替市場の変動により、資本コストが
高くなってもそれに対応できるよう、経営モデルを調整し
たか？

金融危機への対処に関する懸念に代わって、地政学的な不
確実性やサイバーセキュリティなど、新たな政治力学に伴う
リスクが浮上しているが、それらを正しく追跡しているか？

貴社は、危機に対処し、そこから回復するために、どんな
態勢を整えているか？

権力や影響力がより分散しているような、多様化した世界
に対応する戦略を構築しているか？

現在またはこれから出現する、今までと異なる競争相手に
立ち向かえるよう態勢を整えているか？

複雑な時代における成長に関する
難問

不確実な世界で正しい方向に進む
CEO は、直近の事業運営における多くの困

難に直面しながらも先を読み、より複雑なグ
ローバル市場に対応可能な将来のビジネスを
構築する必要があることを認識している。この
課題に立ち向かうため、CEO は三つの中核的
なケイパビリティに着目している。これらのケ
イパビリティについては、以下でさらに詳しく
検討する。

一つ目は、ステークホルダーの高まる期待に
対処するケイパビリティである。CEO は、重
要な問題にもっと取り組んでほしいという顧客
やその他のステークホルダーからの要望が高
まっていることを認識している。多くの CEO
は、顧客のニーズに、より一層注目するととも
に、自社の存在意義、すなわち会社の使命に基
づき、社会の中でいかに事業を運営すべきかに
ついて、より包括的な理念を定めることで対応
してきた。一部の CEO は、この包括的な使命と、
会社の主要な収益目標とのつじつまを合わせる
ために、具体的な措置をとっている。

二つ目は、これらの大きな期待に応える戦
略を実行するために、テクノロジー、イノベー
ション、人材を結びつけ活用するケイパビリ
ティである。CEO は消費者に近づくためにテ
クノロジーを用いているが、顧客戦略の背後に
ある運営モデルの全ての要素を調整するとい
う必要に迫られている。一部の企業は、自社の
使命に対する強いコミットメントをしっかり
と見据えながら、全体的に価値ある提案、戦略、
業務、ケイパビリティを構築することにより、
いわゆる「実行ギャップ」を埋めている。また、
顧客の期待の変化に対応するため、より優れた
イノベーションと人材のケイパビリティ構築
も目指している。

CEO が目指している三つ目のケイパビリ
ティは、成功を測定し、その結果を周知する方
法である。CEO はイノベーションの影響と価
値、そしてステークホルダーにとっての主要
なリスクを、より正確に測定したいと考えてい
る。企業は、ビジネスプロセスに関する見識を
深め、より広範な変数を測定するため、データ
とテクノロジーにさらに注目することで、これ
らの課題に取り組んでいる。また、複数のチャ
ンネルを通じて、信頼が置ける一貫した方法
で、さまざまな「ソフト面」の課題について周
知していくことを目指している。

会社を運営するならば、
利益を上げ、収益を拡
大しなければならない。
しかし同時に、その会
社が 10 年後も正しい
ことを行っているよう
にしなければならない。
それが今日ほとんどの
CEO が直面している最
大の課題の一つだ。

Ajay Banga
President and Chief 
Executive Officer, 
MasterCard, US

?
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テクノロジーやその他の要因により、透明
性の高い環境が構築されるにつれて、CEO は
さまざまなステークホルダーにアンテナを張
り巡らせている。その中でも、やはり顧客が
最優先であり、90％の CEO は顧客が自社の事
業戦略に与える影響は大きい、または非常に
大きいと回答している（図 6 参照）。一方で、
政府や規制当局が第 2 位（69％の CEO が言
及）につけており、これは競合企業・同業他
社（67％）よりも高く、市場における過剰な
規制に対する CEO の懸念が、いまだ払拭され
ないことを反映している。

CEO が示す通り、従業員や投資家などの他
のステークホルダーの見方は、単に進化した
だけでなく多様化している。特に、顧客の行
動は、価値観や好みが進化するにつれて、さ
らに複雑化している。こうした見方に最も影
響を与えると CEO が考える三つの大きなトレ
ンド、すなわちテクノロジーの進歩、人口構
造の変化、世界経済のシフトと、そしてそれ
らの間の相互作用が、今後もますます多くの
変化を引き起こすであろう（34 ページの「補
足データ」図 B を参照）。

幅広い期待に対応する

顧客・
クライアント

90%
出資者

（アクティビスト
投資家を含む）

41%

サプライ
チェーン

パートナー

48%
政府・

規制当局

69%
従業員

（労働組合
 を含む）

51%
競合企業・
同業他社

67%

図6	 CEOは顧客やクライアントを最優先

Q：	以下のステークホルダーは、貴社の戦略にどの程度の影響を与えますか？

今では、顧客に対応し、
請求し、また顧客を喜
ばせる方法は、昔のそ
れとは全く違う。

Johan Dennelind
CEO, TeliaSonera AB, 
Sweden

注：「かなり大きな影響を与える」または「極めて大きな影響を与える」と答えた回答者
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ステークホルダーが求めるものとは ?
顧客の主な関心はコスト、利便性、機能性

にあると答えた CEO が大半（70％）を占めて
いるが、これは別段驚くにあたらない。だが、
意外なことに、顧客は幅広いステークホルダー
のニーズに応える組織との関係を求めている
と答えた CEO が 4 分の 1 以上（27％）を占め
ている（図 7）。さらに、顧客が 5 年後に何を
優先すると思うかという質問では、この数字
が 44％まで上昇している。将来的には、CEO
が「顧客は企業がグローバル社会でどのよう
に振る舞うかを重視する」と考えるようにな
ることは明らかである。

比較的短時間で起きたにしては、かなり大
きな変化である。このような変化は、顧客に
直接関わる分野だけで起きているわけではな
い。人材関連ではさらに顕著である。優秀な
人材は自分と社会的価値観が同じ組織で働き
たいと考えると回答した CEO の割合は 59％で
あり、それが 5 年以内に重要になると回答し
た CEO の割合は 67％であった。一方、投資
家は倫理的投資を求めていると考える CEO は
37％であり、それが 5 年以内に現実になると
答えた CEO は 45％であった。

このような価値観の進化の中心にあるのは、
テクノロジーである。CEO は、テクノロジー
が今後 5 年間でビジネスに対するステークホ
ルダーの期待を変えると確信しており、77％
がそれを三大インフルエンサーの一つに挙げ
ている。

モバイルとソーシャルメディアは、特に情
報を入手し、商品やサービスを購入する基本
的な手段となっている 2。モバイルアプリを利
用して、商品やサービスにアクセスするため
の、早く簡単で機動的な方法を提供するいわ
ゆる「Uberization（ウーバライゼーション）」
を取り入れる業界が増えており、それが価値
に対する顧客の認識を変える重要なトレンド
となっている。同時に、こうしたテクノロジー
は、企業の行動やその影響について、より多
くの情報を、より多くの人々に、より容易に
入手できるようにする。またこれらの要因は、
それぞれ全く異なる方法によってではあるが、
人々のブランドに対する関わり方や認識の仕
方を根本から変えるのに役立っている。

… インターネットの
普及やデジタル化の結
果、顧客は基本的に何
でも自分でやりたいと
考えるようになった。

私たちは彼らを「自己
判断型」の顧客と呼ん
で い る。 彼 ら は 何 で
も 知 っ て い て、 何 で
も Google で検索する。
従って、これまでとは
全く別の期待を抱いて
銀行を訪れるのだ。

Ralph Hamers
CEO, ING Group, 
Netherlands

会社の主要目的は、
幅広いステークホルダー
に対する価値の
創出である 短期的な利益よりも

長期的な利益を優先
する

顧客は幅広い
ステークホルダーの
ニーズに応える
組織との関係を
求める

優秀な人材は
自分と社会的
価値観が同じ
組織で働きた
いと考える

投資家は倫理的
投資を求めて
いる

幅広いステーク
ホルダーに対する価値
の創出が利益の創出に

つながっている

幅広いステーク
ホルダーのニーズ
に対応することが
期待されている

企業の
社会的責任
は事業活動
全ての要
である

決算報告では財務情報と
非財務情報の両方を

取り上げている 67%

72%

64%

84% 52%

37%

59%

27%

82%71%81%

70%

85%

55% 45%
67%

44%

87%

現在

今後5年以内

図7	 顧客は幅広いステークホルダーのニーズに応える組織との関係を求めてい
るとCEOは考えている

Q：	幅広いステークホルダーの期待を踏まえ、以下のステートメントのうち、どれが貴社
の現在の姿を表していますか？

Q：	以下のステートメントのうち、どれが貴社の業界で 5 年後に成功を収めている企業の
姿を的確に表していると思いますか？

90%
の CEO が、戦略に最も
影響を与えるのは顧客
であると回答
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意識の高い消費者の時代？
倫理的で持続可能な製品やサービスを求め

る消費者の割合はごくわずかであると、長らく
考えられてきた。しかし、これが変化している
ことを示す証拠が増えてきている。例として、
消費財大手の Unilever について考えてみよう。
現在、同社の成長の約半分は、いわゆる「持続
可能な生活」ブランドを集めたポートフォリオ
によるものであり、このポートフォリオは同社
の他のブランドの二倍の速さで成長している 3。
持続可能な製品やサービスの年間売上高が 10
億ドル以上の企業は、世界で 9 社しかないが、
同社はそのうちの 1 社である 4。実際、持続
可能性を明確に示したブランドの消費財売上
高は、2015 年には全世界で 4％強増加した 5。
CPFL Energia の CEO、Wilson Ferreira Jr. 氏
が述べる通り、「今日の消費者は、提供される
サービスの品質だけでなく、その企業が抱く理
念に基づいて選択を行う。実際、私たちは意識
の高い消費者の時代に生きている」のだ。

こうした変化は、人口動態、すなわちミレ
ニアル世代とその購買力の増大によって増幅
されている部分もある。世界的に見ると、30
歳になる人の数は一日あたり 1 万人であるが、
彼らは持続可能性の問題について何らかの取
り組みをしている企業から購入する可能性が
高い 6。Campbell Soup は、その点に気づいて
いる企業の一つである。同社は Plum Organic 
Baby Food を買収したばかりだが、この買収は

「子育て中のミレニアル世代への扉を開くとと
もに、子供たちの食生活を改善し、幼いうちか
ら健康な食べ物を選択できるようにする方法
を知るきっかけとなった。次世代の味覚を鍛え
ることは私たちにとっても意味のあることで
あり、当社の目的にも合致している」と、米国
企業 Campbell Soup の代表で CEO の、Denise 
Morrison 氏は語る。

では、新興市場の消費者は何を期待してい
るのであろうか？彼らは、天然資源の枯渇や急
速な都市化が進み、それに伴って公害や人口過
密などの問題が生じる中で、中産階級的ライ
フスタイルを築くという課題に直面している。

「顧客は幅広いステークホルダーのニーズに応
える組織を求めている」と回答した CEO の割
合を見ると、アフリカが 39％、アジア太平洋
地域が 31％と、世界全体（27％）に比べて高
い傾向がある。

しかし、顧客の意見は、単純に白と黒とに
分けられるものではない。同じ新興市場の消
費者でも、例えばアジア太平洋地域では、低

燃費な車よりも SUV 車を好む 7。また、環境
負荷の少ないいわゆる「グリーン製品」やサー
ビスを高く評価するミレニアル世代でも、で
きるだけ安く買うことを重視している、とい
う調査結果もある 8。

最大の懸念：信頼を追求するには
企業にとって、毎年実績を上げながら、そ

の時々の顧客の期待に応えることは非常に困
難である。しかし CEO は、さらに困難な仕事
に取りかかる必要があり、それは、より気難
しく複雑なニーズを持つ未来の顧客に備えて、
今から準備を開始することである、と理解し
ている。CEO は、それを怠れば自社のブラン
ドに対する信頼に影響を及ぼし、自社の長期
的な存続能力に重大なリスクが生じるのでは
ないかと危惧する。CEO なら誰でも社会や市
場における信頼を裏切るとどうなるか、知り
すぎる程よく知っている。直近の調書で企業
に対する信頼の欠如に懸念を抱く CEO は半数
以上（55％）であったのに対し、ちょうど 3
年前は 37％であった。信頼度調査「2015 エ
デルマン・トラストバロメーター」も、2015
年は企業に対する一般の人々の信頼度が 2008
年以降最低水準となったことを示している。
また CEO は、情報源として最も信頼度が低い
と見られている 9。ビジネスリーダーが直面
している課題は、「このますます複雑化する世
界の中で、牽引役として信頼されているか？」
という点である。

おそらく、この問題について最も説得力の
ある説明は、世界的な特殊保険引受市場であ
る Lloyd’s 保険組合の会長、John Nelson 氏に
よるものであろう。2015 年に開催されたある
ビジネスリーダー会議で、彼は次のように述
べている。「私の心の大部分を占める懸念とは、
世界中の人々の企業に対する態度が明確に変
化してきている、ということだ。企業、特に
大企業に対する信頼が失われている。そして
それは、資本主義に対する不信感につながる
可能性があり、また実際に現実化しているケー
スもある 10」

信頼性の高い会社は、新しい顧客を引き付
けるとともに、既存客を維持することができ
るので業績が伸びるという考え方を裏付ける
研究は、多数発表されている 11。また、信頼
性が高いと、従業員の離職率も下がり、提携
先は協力を惜しまず、投資家はより多くの資
金を托そうとする。信頼関係を構築すること
ができる組織は、結果的に大きな利益を得る
ことができるのである。

幅広い期待に対応する

当社を成功に導くため
の戦略を構築する上で
の一つの鍵は、当社の
社会的意義と、それに
対する社員の熱意だと
考えている。それが重
要な理由は、地方政府・
中央政府に関わらず、
未来の形成に関わる政
治家や顧客の中に強い
信頼関係を築くことに
なり、また、彼らは信
頼できる企業との絆を
求めているからである

Dr. Nigel Wilson
CEO, Legal & General, UK
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企業の存在意義 “purpose” は何か？
複雑化する世界で、リーダーたちはビジネ

スに対するより大きな期待を反映させるため
に、自らの組織の存在意義を変えようとしてい
るのであろうか？回答者の約 4 分の 1（24％）
は、幅広いステークホルダーの期待を反映する
ために、過去 3 年以内に組織の存在意義を変
更したと答え、さらに 45％は、常にそうした
努力をしてきたと述べている。合計すると、全
CEO の 69％が、組織の存在意義を社会を構成
する広範な要素にリンクさせていると回答した

（図 8 参照）。

しかし、CEO が「存在意義」というとき、
それは実際に何を指しているのであろうか？あ
る CEO にとっては、会社が存在する理由であ
り、他の CEO にとっては、事業の内容に関す
ることであり、達成すべき目標であり、事業の
運営方法である。CEO は、会社が社会に与え
る幅広い影響をどのように認識しているのであ
ろうか？企業としての存在意義を尋ねる質問に
対し、CEO は、成長、生産性、コストなどの
観点から見たビジネスの価値のみならず、株主、
サプライチェーンパートナー、従業員、顧客、
社会全体を含むさまざまなステークホルダーに
とっての価値について述べた（図 9 参照）。

24%

16%

過去3年間に
変更した

45%
会社が社会に与える
幅広い影響を
考慮した組織の
目的を常に
掲げてきた

変更したことはなく、
変更も考えていない

12%
変更したことはないが、
変更を検討している

図8	 リーダーの多くは、ビジネスに対するより幅広い期待を反映した目標を	
策定している

Q：	幅広いステークホルダーの期待は、貴社の目的（存在意義）にどのような形で影響を 
及ぼしましたか？

図9	 CEOは、さまざまなステークホルダーにとっ
ての価値という観点から会社の存在意義を説
明している

Q：	現在の貴社の目的（目指すべき方向、存在意義など）を
ご自身の言葉でご説明ください。価値を創造するのは…

顧客のため

広く社会のため

当社の事業のため

当社のサプライ
チェーンのため

当社の株主のため

当社の社員のため

53%

31%

26%

16%

14%

5%

… 私たちの存在意義
は、低炭素電力を効果
的かつ責任を持って推
進することだ。
Jean-Bernard Lévy
CEO and Chairman, EDF, 
France

“purpose” は、人の心の
中にあるものであり、広
告 代 理 店が作り上げる
ものではない。だから私
たちは社員の心の中から
“purpose” を 取 り だ し、
次の七つの単語でそれ
を 表 現した。「Real food 
that matters for life’ s 
moments.（ 人 生 の 一 瞬
一瞬にとって大切な本物
の食事）」。そして、消費
者や従業員とこの文言が
本当に正しいかを確かめ
た。消費者は、当社のブ
ランドがいかに大切かを
語ってくれた。それが当
社の全ブランドを包括す
るものになった。すなわ
ち、全社員が掲げること
が で き る “purpose” で
あり、なぜ私たちが毎日
行っていることが重要な
のかに関して、社員の意
欲を高めることができる
“purpose” である。
Denise Morrison
President and Chief 
Executive Officer, Campbell 
Soup Company, US

調査ベース：1,982 名（一部の国は追加インタビューを含む）
注：この質問については、複数回答が認められている。
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… ちょっとした事で役
立ったとき、例えば、
社会的責任を果たした
り、地域の人と利害を
共有するコミュニティ
を形成したりするとき、
そのプロジェクトは歓
迎され、大きな支援を
受けることになる。

だから、会社の利益と
会社が提供する社会的
価値は密接に関連して
いると言える。実際、
これは一種の投資であ
り、常にリターンをも
たらすのだ。

Li Huaizhen
President, China 
Minsheng Investment 
Corp., Ltd., China

幅広い期待に対応する

CEO の半数以上（53％）は、顧客のために
創り出した価値によって組織を定義している。
しかし、これらの CEO のうち 3 分の 1 以上

（35％）は、より幅広い社会や従業員、サプラ
イチェーンパートナーにとっての価値につい
ても語っている。これは変化し続ける顧客の
期待をはっきりと認識していることの現れで
ある。

このように顧客の（そして従業員を含む他
のステークホルダーの）ニーズの変化を認識
しているという事実は、CEO が自らの組織に
ついて語った他の回答にも反映されている。
CEO の 84％は、自社がより幅広いステークホ
ルダーの関心に応えるよう期待されていると
考え、82％は自社が短期的な視点よりも長期
的な視点を優先すると語り、64％は自社の社
会的責任は独立したプログラムではなく、ビ
ジネスの中核であると述べ、72％は自社の決
算報告では財務情報と非財務情報の両方を取
り上げていると答えている（図 7 参照）。

52%
の CEO は、より幅広
いステークホルダーの
ために価値を創造する
ことが収益性を高める
と述べている
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また、このような努力は、さまざまに異な
る方法によってではあるが、収益性と両立し
得ると考えられる。CEO の 52％がより幅広
いステークホルダーのために価値を創造する
ことは、収益の向上につながると答えている。
オーストラリアに本社を置く多角的コングロ
マリット、Wesfarmers のマネージングディレ
クター、Richard Goyder 氏はこう語っている。

「上場企業としての私たちの第一の目的が、
投資家のためにリターンを生み出すことであ
ることに、何の疑いもない。しかし、その方
法は、持続可能で、倫理的で、かつ事業を行
う地域社会に貢献できるようなものでなけれ
ばならない。結局、それが私たち自身にとっ
ても利益になる。事業を行う地域社会を支援
することにより、その地域社会は、将来もっ
と多くのビジネスを当社と行うことができる
ようになる」

一方、CEO の 46％は、より幅広いステー
クホルダーに価値を提供するためのプラット
ホームは収益性であると述べている。ベトナ
ムの投資運用・不動産開発会社 VinaCapital の
CEO 兼創業パートナー、Don Lam 氏は次のよ
うに言う。「投資会社としての当社の主要目的
は、常に、そして何よりも先に投資家のため
に利益を上げることだ。私がなぜそんなこと
を言うかといえば、利益を上げることができ
れば、その利益を社会に還元できるからだ」

だが、CEO は、顧客やその他のステークホ
ルダーのニーズに対応しているだけではない。
競合企業や同業他社も将来に備えていること
を十分認識している。今から 5 年後、セクター
内で最も成功を収める企業は、期待や価値の
変化を認識し、それらに取り組み、企業の社
会的責任をビジネスの中に組み込み、非財務
的事項を報告し、長期的な視点を持つ方向に
自社の考え方や優先順位をシフトしていると
CEO は考えている。

当社はつい最近、存在
意義を見直して、少々
変更を加えた。

以前は「未来を築く」
だったが、これを「よ
り良い未来を築く」と
した。CEMEX はかなり
前から持続可能な考え
方を取り入れた企業で
ある。私たちは、持続
可能性によって、新し
くてタイプの異なる経
済が生まれ、一部の経
済活動の再形成が行わ
れると考えている。そ
して、このことを理解
し、最初に取り入れる
企業が、トレンドの最
先端を行く企業となり、
他の企業よりも優れた
ビジネスを行う企業と
なると話している。

Fernando Gonzalez 
Olivieri
CEO, CEMEX, Mexico

貴社は、テクノロジーの進歩、人口構造の変化、世界の経
済力のシフトといった世界的なトレンドが、今日および将来
の顧客の期待をどのように左右するかをもっとよく理解す
るために、シナリオの可視化その他の取り組みを行ったか？

貴社の CIO（最高情報責任者）と CMO（最高マーケティン
グ責任者）は、現在および将来の顧客の全体像を捉える目
的でデータアナリティクスを最大限に活用するために、どの
ように協力しているか？貴社の従業員についてはどうか？

顧客、従業員その他のステークホルダーが、ますます企業
の使命に注目する中、貴社の存在意義や価値をどのように
表現しているか？

貴社は、ステークホルダーの視点をよく理解することで信
頼関係を構築するために、どのようなことをしているか？

幅広い期待への対応に関する難問?
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これからの改革： 
テクノロジー、イノベーション、
人材を結びつける

45%

42%

33%

31%

31%

24%

23%

20%

事業活動のための
追加費用

不明瞭または一貫性に欠ける
基準や規制

ステークホルダーの利益と業績への
期待との対立

顧客が対価を支払いたがらないこと

適切なケイパビリティの欠如

幅広いステークホルダーの期待に関する
情報が不十分であること

戦略を効果的に遂行できないこと

ステークホルダーの利益と事業戦略
が一致しないこと

事業価値提案は倫理観
に基づいていなければ
ならないが、その対価
は、顧客が支払っても
よいと考える金額でな
ければならない。その
バランスをうまく取る
ことは、素晴らしいこ
とではあるが、必ずし
も簡単ではない

Richard Pennycook
CEO, The Co-operative 
Group, UK

言動の一致
今日、多くの企業が使命を定義する際に、

より幅広いステークホルダーのニーズや、そ
の対応の仕方について顧客の期待を考慮して
いることは明らかである。しかし、企業の大
きな存在意義を日々の業務に落とし込むこと
は、全く別の問題である。極めて高い使命感
を持つ企業でさえ、競争相手を撃退し、収益
を拡大し、コストを削減するために、あらゆ
る分野で日々の戦いに直面しながら会社の形
を変えてゆくのは、極めて困難であることが
わかるであろう。

CEO が、顧客などのステークホルダーの変
化する期待に応えようとする際に、直面する
という障壁はいくつもある。そのうち最も大
きな障壁は、事業活動のための追加費用であ
り、CEO の 45％が言及している（図 10 参照）。
また、CEO の 42％が、不明瞭もしくは一貫性
に欠ける規制の遵守にも費用がかかり、その
費用は多くの場合、価格の上昇という形で顧
客に転嫁されると回答している（24 ページの

「なぜ政府と企業は協働する必要があるのか」
を参照）。こうした費用は、変化を越えて生き
続ける商品やサービスであると見なされたも
のに対して顧客が支払わなければならない対
価として追加される。このような対価につい
て、31％の CEO は、顧客が仕方なく払ってい
ると考えている。

45%
の CEO は、事業活動
のための追加費用がス
テークホルダーの期
待に応える際の障壁に
なっていると回答



19PwC

45%

42%

33%

31%

31%

24%

23%

20%

事業活動のための
追加費用

不明瞭または一貫性に欠ける
基準や規制

ステークホルダーの利益と業績への
期待との対立

顧客が対価を支払いたがらないこと

適切なケイパビリティの欠如

幅広いステークホルダーの期待に関する
情報が不十分であること

戦略を効果的に遂行できないこと

ステークホルダーの利益と事業戦略
が一致しないこと

図10	 CEOは、変化する顧客・ステークホルダーの期待に応えようとする際、実行を妨げる多くの障壁に
直面している

Q：	幅広いステークホルダーの期待に応える際に障害となるのはどれですか？

実行の際に立ちはだかるこれらの障壁は、
変化するステークホルダーの期待と、事業の
成長や収益性の追求において短期と長期双方
のバランスを取ろうとする企業にとって、頭
の痛い対立となっている。

しかし、CEO はビジネスを改革し、より広
範な戦略に一致させるためには、これらの障
壁を克服しなければならないとの認識を強め
ている。
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テクノロジーに仕事をさせる
テクノロジーは、今日多くの場面で役立っ

ているように、有用なものである。

これまで見てきたように、ビジネスリーダー
は、テクノロジーが顧客などのステークホル
ダーとの関係をいかに変容させるかについて、
十二分に承知している。従って、変化する顧
客の期待を評価し、その期待に沿うための最
善の方法はテクノロジーの活用であると彼ら
が考えるのも当然であり、CEO の 51％がこの
分野を大幅に改革している（図 11 参照）。

CEO が最も意識しているのは、顧客との絆
を深めるために、彼らの複雑かつ進化するニー
ズをもっとよく理解できるよう、テクノロジー
を駆使することである。CEO の 4 分の 1 近
く（24％）は、顧客やその他のステークホル
ダーが望むものについて、十分な情報を持っ
ていないと感じており、最近の PwC の調査で、
グローバル企業のトップ（63％）が最も多く
言及した上位 3 位に入る課題は、顧客が何に
価値を見いだしているのかを理解することで
あった（図 12 参照）。

こうした結果を実現するために有効なもの
として、68％の CEO はデータ・アナリティク
スを支持し、65％は顧客取引情報管理（CRM）
システムを支持した（図 12 参照）。

CEO がデータ・アナリティクスに対する信
頼度・依存度を高めつつあるということは、
ステークホルダーの管理という複雑な世界に
おいてさえ、データに基づいた科学的な考え
方が深く浸透していることを示している。ま
た、ビッグデータ、クラウドコンピューティ
ング、そして IoT（モノのインターネット）が、
ビジネスにおいてさらに重要性を増しつつあ
る現在、幅広いステークホルダーの期待を理
解するためにテクノロジーが果たす役割は、
そうした期待に応え、さらにはそれを上回る
ためにも利用されるようになっている。

これからの改革： テクノロジー、イノベーション、人材を結びつける

39%

44%

44%

51%

51%

57%

49%

51%

49%

48%

35%

34%

33%

31%

44%

45%

49%

51%

44%

6%

6%

6%

11%

12%

9%

14%

24%

15%

18%

18%

34%

31%

30%

23%

23%

18%

幅広いステークホルダーの
期待を把握し、これに応えるための
テクノロジー活用方法

リスクの特定と管理の方法

ブランド、マーケティング、
広報を活用する方法

成功の計測方法と説明責任

提携先の選定と提携方法

労働者の権利と福祉

事業活動が社会と環境に
及ぼす影響を最小限に
抑える方法

会社としての価値観、倫理、
行動規範

研究開発・イノベーションの
社会的価値を最大限に
高める方法

「倫理的な」新製品・
サービスを開発する方法

サプライチェーンが
社会と環境に及ぼす
影響を最小限に抑える方法

税金に対する管理の
方法

実施していない ある程度改革
している 大幅に改革している

図11	ステークホルダーの期待に応えるためにCEOが大幅に改革している主
な領域は、テクノロジーとリスク管理

Q：	変化するステークホルダーの期待に応えるために、以下のそれぞれの項目について貴
社ではどの程度の改革を実施していますか？
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図12	ほとんどのCEOは、データアナリティクス
のためのテクノロジーは、ステークホルダー
エンゲージメントに最大の効果を発揮すると
考えている

Q：	幅広いステークホルダーとの関わりにおいて、最大の
効果を発揮すると思われるテクノロジーを以下からお
選びください。

68%

65%

50%

33%

30%
23% 21%

44%

53%

顧客取引情報管理
システム

データ
アナリティクス

研究開発・イノベーション

ソーシャルメディアを使った
コミュニケーションと
エンゲージメント

インターネットベースの
コラボレーションツール

オンライン・レポーティング・
テクノロジー

個人情報のセキュリティ

ソーシャル・リスニング・ツール
投資家

向けツール

イノベーション力
CEO の半数以上が、ステークホルダーとの

関わりから見て、最大の効果を発揮するのは、
研究開発とイノベーションテクノロジーであ
ると答えている（図 12 参照）。しかし、イノ
ベーションゲームの勝者は、費用対効果に優
れ、利便性、機能性が高く、かつ持続可能な
製品やサービスを提供するために、テクノロ
ジーをイノベーションに結びつける者になる
であろう。

今日、最も需要の高い製品のいくつかは、
変わりゆく顧客の価値観を反映したものであ
る。例として Nest の家庭用エネルギー効率
モニターや、サプライヤーや設計者が持続可
能性を素早く評価できるツールを使って開発
されたナイキの靴や衣料品などがある。一方、
GE などはヘルスケアやスマートシティに関す
るイノベーションの先駆者である。

こうした取り組みの中心となるのはデジタ
ル化であり、デジタル化によって企業はイノ
ベーションを支援するために必要なビジネス
プロセスに関するデータを取得・利用し、効
率性を高めることによってシステムのための
コストを削減することが可能になる。

また、テクノロジーはイノベーションにお
いて重要な役割を果たす一方、Airbnb などに
よる「シェアリングエコノミー」系のサービス
に代表されるような、ビジネスモデルの変革
に伴う場合も多い。

しかし、ほとんどの企業は、イノベーショ
ン主導の成長をいかに達成すべきか、頭を悩
ませている。持続可能で倫理的な製品やサー
ビスに対する顧客の需要は一定ではなく、そ
の需要を満たすためにイノベーションに取り
組むことは、イノベーション主導の成長達成
をさらに困難なものにすることから、多くの
企業ではまだ対策は緒に就いたばかりである。
おそらく、研究開発やイノベーションの社会的
な価値を最大化し、倫理的な製品やサービス
を開発しようとするために大幅な変革を行う
CEO があまり多くないのは、こうした理由に
よると考えられる（図 11 参照）。

全ての産業に見られる大
きな傾向として、企業の
あらゆる局面にテクノロ
ジーが影響を及ぼしてい
るという事実がある。そ
れはこれまで手動で行わ
れてきたプロセスにテク
ノロジーを適用した場合
の業務の効率性かもしれ
ない。またはマーケティ
ングやリスク管理、製品
の創出、アイデアの評価
に役立つビッグデータの
分析によるインテリジェ
ンスの強化かもしれな
い…。それが何であれ、
テクノロジーは、業界を
問わず企業の組織体制や
経営方法を根本的に変え
る。この業界も例外では
ない。

Brian Moynihan
Chief Executive Officer, 
Bank of America 
Corporation, US

当社は、130 年ほど前に
トーマス・エジソンに
よって設立されたが、彼
が残した名言で、私が好
んで何度も引用するもの
がある。それは、「世界
が今、本当に必要として
いるものを創るのだ」と
いうものだ。この言葉は、
130 年にわたって当社
のコアバリューそのもの
となっている。私たちは
顧客の声に耳を傾け、彼
らが必要とするものを理
解し、顧客のニーズに基
づいてイノベーションを
続ける。そうしながらも、
当社が判断して選択した
領域が世界の難問を解決
することになる。

Canan M. Özsoy
President and CEO, 
General Electric Turkey

…私たちにとって最大の
チャンスは、デジタル化
である…。それに基づい
て、私たちは事業全体を
改善し、全てのステーク
ホルダーのために付加価
値を創造する。

Mikko Helander
President and CEO, Kesko 
Corporation, Finland
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これからの改革： テクノロジー、イノベーション、人材を結びつける

こ う し た 新 た な 期 待
に 応 え る た め に、 当
社 で は R ＆ D チ ー ム
と、スマートグリッド、
ニューエネルギー、炭
素貯蔵などのイノベー
シ ョ ン 開 発 を 担 当 す
る 2,000 名 の 研 究 者
が 活 躍 し て い る。 ま
た、Linky metre、EDF 
& Moi、e-equilibre と
いった家事サービスに
より、新たな製品を開
発中である。

Jean-Bernard Lévy
CEO and Chairman, EDF, 
France

人材力
企業がステークホルダーや社会の複雑な期待

に応えようとする時、テクノロジーに強く、イ
ノベーションを起こすことのできる、起業家マ
インドを持った新しい世代の人材が必要になる。

テクノロジー主導の成功を、単にシリコンバ
レーのインターネットモデルの成功として片付
けるのは簡単なことだ。しかし、一代で巨万の
富を築いた世界の大富豪を対象とした PwC の
包括的な調査によると、これらの超富裕層の
80％以上は、消費財、小売あるいはビジネス
サービスなどの競争の激しい市場で富を築き上
げたという 13。これは、ほぼどんな市場であっ
ても、改革が可能であることを示している。

私は、株主価値とは、
短期的な株価の上昇だ
けではなく、持続可能
な方法による長期的な
価値創造を目指した、
イノベーションと従業
員のコミットメントを
原動力とする、一連の
戦略的な行動だと考え
ている。

André Calantzopoulos

Chief Executive Officer,  
Philip Morris International, 
Inc., Switzerland

将来のリーダー候補者の
選定・育成

職場の風土と行動原理

効果的な業績管理

従業員の給与、報奨金、
各種手当

従業員のスキルと順応性
の強化

倫理的および社会的責任を果たす
企業としての評判

ダイバーシティとインクルージョン
（多様性の受容）の推進

人材予測分析の活用

オートメーションとテクノロジーを
活用した生産性の向上

38%

30%

22%

4%

16%

49%

41%

33%

29%

図13	 CEOは人材戦略を改革し、リーダー育成をその中心とする可能性が非常に高い

Q：	貴社の存在意義と競争力を維持するために必要な人材の獲得と定着に向けて、人材戦略のどのような面を改革して 
効果の最大化を図っていますか？
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当社には非常に強靱な
企業風土がある。それ
は、収益性の高い企業
を築き上げるのはもち
ろんのこと、責任ある
所有者・雇用者である
とともに、社会の中で
一定の役割を果たすこ
とを中心とする風土で
ある…。私は 10 年後、
20 年後にそれが当社
の競争上の強みになる
と考えている。

Susanna Campbell
CEO, Ratos AB, Sweden

とすると、72％の CEO が、鍵となる人材の
調達に懸念を抱いているのも、特に 48％が来
年中に増員を予定しているのも当然であると
言える。また、圧倒的に多くの CEO（75％）
が、本拠地におけるビジネスに関しては、教
育があり、順応性の高い熟練した労働力が優
先事項であると述べている理由でもある（図
14 参照）。これは、CEO が企業と政府のいず
れにとっても最優先課題であると考えている
極めて重要な要素である。Bank of America 
Corporation の CEO、Brian Moynihan 氏 は、
人材の重要性を認め「今はどんなに新しいテ
クノロジーが揃っていようと、人材のスキル
の方が重要だ。それが当銀行の支店で日々提
供しているサービスであれ、データアナリティ
クスの管理であれ、全ては人次第だ」

それでは CEO は、現在そして将来のために
必要な労働力を育成するために、どんなことを
しているのであろうか？半数近くはリーダー
シップ育成方法の改革を行っている（図 13 参
照）。その理由は想像に難くない。新世代のリー
ダーは違う世界で育ち、厄介な社会問題に対
処する能力も高い。

49%
の CEO はリーダーの 
育成に焦点を移している

もし現在の CEO の予測が正しいとするなら、
CEO が納得する新しい人材とはどのような人材な
のかを考えてみよう。彼らは、ますます不安定化
する経済状況の下、複数のステークホルダーや異
なる価値観が存在し、法や権利に対する態度もさ
まざまに異なる世界で事業を展開できなければな
らない。また、データやアナリティクスその他の多
くの新しいテクノロジーを容易に使いこなせなけ
ればならない。そして必要な「人材力」を提供す
るために、適切なスキルと順応性を持った新しい 
リーダーを育成できなければならない。

リーダーの育成に焦点を当てることにより、未来
のリーダーが幅広い従業員層に一貫性のあるメッ
セージを発信し、言ったことを行動に移すために必
要な「経営トップの姿勢」を明確に示すことができ
るようになる。

しかし、実行するためには、ビジネスや成長目
標に実際に携わる全従業員をまとめる能力もまた
重要である。オーストラリアを本拠地とする資産運
用会社、Mirvac Group の CEO 兼マネージングディ
レクター、Susan Lloyd-Hurwitz 氏が言うように、 

「社員をビジネス、改革、期待、当社の存在意義に
向かって一致団結させることが重要な鍵である」
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規制当局は、新たな状
況にきちんと対応した
公共政策を実施するた
め、最新の事業環境を
理解する必要がある。
政治情勢に流される、
あるいは大衆迎合に走
ると、公共政策が不十
分 な も の に な り か ね
ず、その結果、開発が
遅れたり、また当社の
場合だと、価値の創造
や信頼の醸成に向けた
努力が阻害されたりす
ることになる。

David Bojanini
President, Grupo SURA, 
Colombia

しかし、政府に対して挑戦的な態度に出るこ
とは、長い目で見れば企業にとってプラスでは
ない。その理由の一つとして、政府や規制当局
が企業に対して大きな影響を持っていることが
挙げられる。実際、69％の CEO が事業戦略に
大いに影響すると答えている。また、政府の干
渉に不満を持っているにもかかわらず、多くの
企業が従業員のスキルの向上や教育から、近代
国家に必要なインフラに至るまで、かなりの支
援を国家に期待している。

企業も政府も、変化する一般市民の期待に対
応するという点では同じであることから、思っ
ているよりもお互いを必要とすることになる。
結局、企業は顧客にとって最も価値のあるもの
を創造したいと考えており、それはひいては広
く社会のために最も価値のあるものを創造する
ことになる。それは政府の目標でもあり、どち
らも勝者となれる。

企業側は、法の解釈やコンプライアンスだけ
に着目するよりも、そもそもなぜ規制がそこに
あるのかを理解することが、対立の緩和につな
がる。規則は、市場の失敗に対処するため、ま
たは優れたビジネスプラクティスを法律に取り
入れるために導入されることが多い。企業は、
政府が何を達成しようとしているのか、その本
質を認識することにより、意思決定を導くため
の基本原則や価値観を確立して、規制の必要に
対し先手を打つことができる。またそれは、政
府の目標や政策の構築を支援し、より効果的な
ものにするために、それらと積極的に調整を行
うための準備作業となる。このような行動は、
規制当局との信頼関係の再構築にも役立つ。

一方、政府は、社会的利益と照らし合わせな
がら、どの程度の規制が追加的な負担やコスト
につながるのかをもっと明確に認識する必要が
ある。絶え間ない法律の改正は、企業にとって
不確実な環境を作り出し、それが投資や国の成
長率、競争力にとっての脅威となる。必要なの
は、釣り合いが取れ、責任の所在が明確で、一
貫性と透明性があり、対象が明確な規制である。
デジタル化を通じた公共部門のプロセスの合理
化と、実行計画の策定における民間部門の参画
は、このプロセスを可能にし、コンプライアン
スに係る企業の負担を緩和するために非常に有
効な手段となる。

これからの改革： テクノロジー、イノベーション、人材を結びつける

なぜ政府と企業は協働する必要があるのか
あらゆる業界で、自社の行動は正しいと信

じてもらえると考える企業と、そのような確信
が持てない政府との間で緊張が高まっている。
政府が施行しようとしている規則は、消費者や
従業員のような一般市民の利益を最優先する
ことを目的としている。しかし、規制には、コ
スト（規制がどのように解釈され、実施される
かが企業側に明確にされていない場合に発生
するものも含む）の上昇につながる改革、罰則、
法人税の引き上げなどが含まれている可能性
がある。こうしたコストは、価格の上昇という
形で顧客に転嫁される可能性が高い。

こうした緊張がほぼ全ての CEO に過剰な規
制が自社の成長に対する脅威となっていると
いう不満を抱かせ、その結果、42％の CEO が
不明瞭または一貫性に欠ける規制が、変化する
顧客の期待への対応を阻む障壁であると回答
したのだと考えられる。しかも、世界各国の政
治制度・法律制度がますます多様化しているた
め、多国籍企業は、本国の法律に抵触すること
なく、現地の規制・基準を遵守することが困難
になっている。
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一般的に、企業のビジ
ネスの枠を超え、最も
投資を必要とする社会
的分野は、教育と医療
である。教育とは、人生
そのものを大切にする
ことである。

Herman Gref
CEO and Chairman  
of the Executive Board,  
Sberbank, Russia

80%

65%

0 企業が優先すべき三つの課題に挙げたCEOの割合

政
府
が
優
先
す
べ
き
三
つ
の

課
題
に
挙
げ
た
C
E
O
の
割
合

教育があり順応性の
高い熟練した労働力物的インフラと

デジタルインフラの充実

高い雇用水準

環境への影響の低減

所得の均等化
従業員の健康と福祉の充実

従業員のダイバーシティとインクルージョン
（多様性の受容）個人情報の利用に

関するセキュリティ対策

図14	企業と政府のどちらにとっても、教育があり、順応性の高い熟練した	
労働力が優先課題であるとCEOは言える

Q：	貴社が本社機能を置く国で、政府・企業が優先すべき課題を以下から三つ挙げて 
ください。

貴社の顧客と幅広いステークホルダーグループとのオープ
ンなかかわりを可能にするため適切なテクノロジーに投資
しているという確信はあるか？

戦略から実行まで貴社をサポートする適切なケイパビリ
ティを特定したか？

貴社のイノベーションは、大きな社会的ニーズを満たし、
長期的に高い投資収益率を実現する製品を作り出す方向に
向かっているか？

貴社は、幅広く新しいステークホルダーの期待に従業員が
より適切に応えられるようにするため、どんな取り組みを
しているか？

顧客と従業員により良い成果をもたらすため、政府とどの
ような協働を行っているか？

テクノロジー、イノベーション、人材
を結びつけることに関する難問

しかし、これは組織にとって達成が難しい
ことが明らかになりつつある。適切な人材の
獲得が重要であるにもかかわらず、人材のス
キルと順応性に焦点を当てて改革を実施して
いると答えた CEO は、わずか 30％にすぎない

（図 13 参照）。また、顧客関連のあらゆる項目
にテクノロジーを採用しているにもかかわら
ず、テクノロジーを活用した生産性の向上ま
たは人材予測分析の活用については、企業は
ほとんど何も実施しておらず、この分野を改
革しようと考えている CEO もわずか 4％にす
ぎない（図 13 参照）。

CEO は、職場の風土を行動に結びつけるこ
との重要性についても認識しており、41％が
この点について人材戦略を改革しようとして
いる（図 13 参照）。確かに、団結力の強い企
業、すなわち自社の価値提案、ケイパビリティ、
製品・サービスの間に高い整合性がある企業
は、自社の風土が最大の資産であると考えて
いる 14。しかし、CEO が人材戦略に風土改革
を取り入れようとしているにもかかわらず、
組織全体で見ると、あまり進展は見られない。
テクノロジー改革を進めている CEO が 51％で
あったのに対し、価値、倫理、行動規範の大
幅な改革を実施しようとしている CEO は 31％
にすぎない。

75%
の CEO は、企業にとっ
て教育があり、順応性の
高い熟練した労働力が
優先事項であると回答

?
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成功を正しく測り、伝える

複雑で急速に変化する世界の中で、CEO が
より正確に計測したいと考えるのはどの領域
か、また自社と関わるさまざまなステークホ
ルダーとより良いコミュニケーションを考え
るのはどの領域か、私たちはその点に関心が
あった。調査の結果、CEO が改善したいと考
えている主な指標は、イノベーションやリス
クといった、事業を成功に導く「ハード面」
の原動力と考えられてきたものであり、一方
で、対話にもっと力を入れたいと考えている
のは、価値や存在意義などの感情を伴う「ソ
フト面」の領域であることが判明した（図 15
参照）。

しかし、顧客は事業の成功の原動力につい
て、「ハード面」と「ソフト面」の両方につい
て情報を求めている。実際、ユーザー自身が
作成し、管理するリアルタイムのダッシュボー
ドが提供されるようになり、より新鮮で関連
性の高い情報や、情報を得やすくなることが
期待されている。

最終的に、CEO は、頭と心、理性と感情の
両方に従わなければならない。PwC の調査は、
主要な財務データはもちろんのこと、主な事
業分野に関する評価方法と伝達方法のいずれ
についても、大いに改善の余地があることを
示唆している。

計測に関する新たな考え方 
ステークホルダーの期待が進化しつつある

現在、企業はどのように影響や価値を計測す
べきか？ CEO にこの疑問を投げかけたところ、
二つの領域が挙げられたが、それはリスク（危
険）と機会を組み合わせた漢字「危機」を思い
起こさせる。CEO の半数以上（55％）がイノ

55%
の CEO がイノベーショ
ンの影響や価値を計測
するために企業ができ
ることはもっとあると
回答

当社では、物事を計測
することを好む。社内
では、計測できないも
のは存在しない、と言
われている。私たちは
常にその言葉を引き合
いに出す。なぜならそ
れが物事にアプローチ
するための当社のやり
方だからだ。

Dr. Nuno Amado
CEO, Banco Comercial 
Português, S.A., Portugal
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ベーションを計測する必要があると答え、僅差
でリスクの計測が第 2 位（53％）となってい
る（図 15 参照）。複雑に絡み合ったテーマは、
多くの CEO の回答の中に共通して見られるも
のだ。CEO は世界が変化していること、そし
て古いものを守りながら、新しいものにも対
応しなければならないことを認識している。
さまざまなステークホルダーに応えるために
取り組みを進める一方で、株主には利益を分
配し、顧客のためには利便性と機能性を高め、
価格を適正化することに注力している。

ほとんどの企業は、まだイノベーションの
計測の鍵となる部分を理解していないため、
多くの CEO がこの分野の計測の仕方を改善し
たいと述べているのも驚くにはあたらない。
またそれは、CEO が研究開発やイノベーショ
ンの社会的価値を最適化する方法を模索して
いる理由でもある。

問題の多くはテクノロジーの導入と利用に
ある。デジタル化された世界で成長した組織
とそうでない組織との間には、デジタルデバ
イド（IT 等による情報格差）が存在する。「デ
ジタルネイティブ」な企業は、事業全体に関
する包括的なオンラインデータを所有してお
り、プロセスのあらゆる点においてフィード
バックできるループが形成されている。そう
した企業は、当然ながら指標管理を定期的に
実施しており、プロセスの変更を非常に効果
的に行うとともに、実施も迅速かつ効果的で
ある。こうした要素は、イノベーションを成
功させるための重要な鍵となる。

そのような話は、デジタル化やオンライン
化に限ったことではない。詳細で幅広い情報
を継続的に生成・収集・分析・報告する際に
ついても同様である。

多くの CEO がデータアナリティクスの重要
性を認識していることは、データアナリティ
クスが、ステークホルダーとの関わりに最大
の効果を発揮するテクノロジーである、と答
えていることからも明らかである（図 12 参
照）。さらにダイナミックに躍動する環境にお
いて、速度と精度の向上への要求が高まりつ
つあり、より斬新で高速な計測システムを備
えて事業をスタートさせた新たな競争相手が、
業界全体の進化を加速している。

イノベーション

主なリスク

非財務指標

雇用慣行など従業
員に対する扱い

事業戦略

環境への影響

法定外の財務情報

企業の存在意義と
価値

幅広い地域社会
への影響

従来型の財務諸表

計測に力を入れる 対話に力を入れる

1st

4th

2nd

7th

3rd

3rd

4th

2nd

5th

6th

6th

8th

7th

9th

8th

1st

9th

5th

10th

10th

PSI ： 顧客とクライアント

PSI ： 出資者（アクティビスト投資家を含む）

PSI ： 顧客とクライアント

PSI ： 従業員/出資者（アクティビスト投資家を含む）

PSI ： 政府と規制当局

PSI ： 従業員

PSI ： 出資者（アクティビスト投資家を含む）

PSI ： 従業員

PSI ： 一般市民

PSI ： 出資者

55%

53%

44%

39%

39%

39%

37%

33%

30%

30%

59%

54%

50%

44%

48%

44%

35%

35%

35%

30%

図15	 CEOは、「ソフト」面の問題の対話にもっと力を入れ、事業を成功に導
く「ハード」面の原動力をもっと正確に計測したいと考えている

Q：	以下のそれぞれの項目がステークホルダーに与える影響と価値について計測または対
話するにあたり、どの分野にさらに力を入れるべきとお考えでしょうか？

Q：	その分野の対話に力を入れることに関して、最も影響力が大きいと思われるステーク
ホルダーを以下からお選びください。 

（影響力のある主要なステークホルダー：PSI）
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自信を持って全てを測ることができるか？
イノベーションや人的なプロセスの計測に

ついて、十分理解することは基本である。し
かし、顧客の期待が変化するにつれ、CEO は、
自社の事業環境の外に存在するステークホル
ダーの意見を拾うために、計測対象の範囲を
拡大する必要性についても認識している。

地域の枠を超え、CEO の 72％が、自社は財
務情報・非財務情報の両方を報告していると
答えている。自社が属する業界で最も成功を
収める組織は、5 年の間に同様の対応を取るよ
うになるであろうと考えている CEO は 81％に
達した。また 76％は、21 世紀における事業
の成功とは、単なる財務上の利益以上のもの
として定義されるようになるであろうと述べ
た（図 16 参照）。

成功を示す非財務的な指標について企業が
考えるようになったことは、持続可能性の報
告や計測の分野が過去 15 年間でいかに劇的に
成長したかを示す証である。今後は、国連の「持
続可能な開発目標」の採用により、より広範
な影響の計測が促進されるであろう。

当社の「統合報告書」
では、持続可能性の報
告 に お け る 現 在 の 基
準 で あ る GRI （Global 
Reporting Initiative）
の 指 標 に 照 ら し な が
ら、この値を評価・提
示している。この報告
書は、当社のステーク
ホルダーにとって重要
な問題を明らかにし、
経営成績および組織全
体の情報を計測するよ
う私たちに求めるもの
である。

Manuel Manrique
President and CEO, 
Sacyr, Spain

… 2002 年、 当 社 は
他の二社とともに GRI

（Globa l  Repor t ing 
Initiative） ガ イ ド ラ
インをブラジルに導入
した。私たちは、この
基 準 を 取 り 入 れ、 解
釈 し、 今 で は GRI ガ
イ ド ラ イ ン に 基 づ い
て 業 績 を 報 告 す る よ
う に な っ た。 過 去 二
年 に わ た り、 当 社 は
統 合 報 告 に 向 け た 準
備を進め、その過程で
透明性、コーポレート 
ガバナンス、株主資本、 
そして説明責任などの
問題に取り組んできた。 
これらのテーマは一部
の企業にとっては任意
のテーマであるかもし
れ な い が、CPFL で は
任意でなくなってから
もうずいぶんたつ。

Wilson Ferreira Jr.
CEO, CPFL Energia, Brazil

成功を正しく測り、伝える

… バランスシートの純
利益は私たちの意欲を
かき立てる。しかし、
持続可能性の原則を遵
守していなければ、利
益は本物とは言えない
と思う。私にとっては
持続可能性こそが成功
の指標である。

また、当社が知名度で
常に上位 10 位以内に
入っているという事実
は、私たちを勇気づけ
てくれる。それが成功
の指標になるかどうか
はわからないが、非常
にうれしいことだ。

Luis Pagani
Presidente, Grupo Arcor, 
Argentina
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ここでも、テクノロジーとデータが鍵とな
る。ビジネスプロセスをデジタル化、そして
インストルメント化（定量的な計測を可能に）
することにより、効率性を向上させ、隠れた
コストを認識・計上し、資源の消費や廃棄物
の発生といった領域の透明性を高めることが
できる。

環境・社会・ガバナンス（ESG）基準に基
づいた報告のための既存の枠組みは、顧客な
どのステークホルダーに向けたコーポレー
トアクションの見える化を図る、重要な出発
点 と な る。 例 え ば、GRI（Global Reporting 
Initiative）は、持続可能性に関する報告のガ
イドラインを提供し、一方、IIRC（International 
Integrated Reporting Council：国際統合報告
評議会）は統合的な年次報告を支援し、SASB

（Sustainability Accounting Standards Board：
サステナビリティ会計基準評議会）は、米国
の上場企業が規制に基づいて提出する財務報
告書の持続可能性に関する内容を対象として
いる。

企業は将来的に、間接的な価値を計測する
ため、より広範（かつより詳細）な一連のツー
ルに頼ることになるであろう。

例えば、事業を善意の目的のために利用す
る企業（「B Corp」と呼ばれる）を認定する B 
Lab のような非営利団体は、影響を計測するた
めの詳細で標準化された指標や、カスタマイ
ズされたプラットホームを提供している 15。

も う 一 つ の ア プ ロ ー チ は、PwC の TIMM 
（Total Impact Measurement and Management：
企業の意思決定のための革新的なフレーム
ワーク）であり、これは持続可能性、経済お
よび租税に関する指標を統合し、組織の全体
的な影響を評価するためのものである。TIMM
は、意思決定者が自らの行動がもたらす正味
の効果について理解し、何を妥協しなければ
ならないかを評価できるよう支援する 16。

もちろん、間接的な価値を計測するための
確実な方法を適用することが容易だと言って
いるわけではない。どのようなツールを使用
しても、正確な計測を妨げる要因が出てくる
可能性がある。しかし、こうした領域をもっ
と広く計測しようとしなければ、顧客がより
一層の対応を求める分野に、限られた資源を
費用対効果の高い方法で効果的に配分する方
法は、見つからないだろう。

… 収益力を維持したい
なら、顧客が測れる方
法で価値を提供する必
要がある。また、サービ
スを提供する地域社会
や所属する社会にもた
らす影響など、成功の
度合いを計測すること
が必要だが、何よりも
それを首尾一貫した方
法で行うことが必要だ。

Eduardo Stock da Cunha
CEO, Grupo Novo Banco, 
Portugal

どちらでも
ない

同意しない
同意する

図16	 CEOの大多数が事業の成功は財務上の利益以外の要素も含めて定義
されるようになるという考えに同意

Q：	「21 世紀の企業の成功は、財務上の利益だけでなくその他の要素も含めて捉え直
されることになる」という考えにどの程度同意しますか？

39%
の CEO が、環境への影
響を計測するためにや
るべきことがもっとあ
ると考えている

成功の指標が今日のた
めのものか、将来のた
めのものかを決定する
と い う 難 問 が 常 に 存
在する。近い将来と遠
い将来を考える時、そ
こには事業上の必要性
と社会的な必要性との
トレードオフが必ず発
生する。両方のバラン
スを取らねばならない
が、問題はそのバラン
スをどうやって取るか
ということだ。また私
は、民間部門の責任あ
る利益の追求は、社会
全体にとって善である
と確信している。

Larry Ettah
Group Managing Director, 
UAC of Nigeria
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自社の成功を計測しよ
うとすると、利益、キャッ
シュフロー、資本収益
率または株主資本収益
率、株主への配当金と
いった財務業績にばか
り目が行きがちである。
しかし、結局、私にとっ
て最も重要な指標は、
当社の評判である。

Richard Goyder
Managing Director, 
Wesfarmers, Australia

影響を把握して伝える
世界の多様化により、企業が権利、期待、

社会との関係などが大きく異なる市場で競争
しなければならなくなる中で、CEO が自社の
使命や際立った優位性を明確にしておきたい
と考えるのも理解できる。CEO が伝達にさら
に力を入れたいと考えている二つの領域とし
て、存在意義・価値（59％）と事業戦略（54％）
を挙げた理由もそこにあると考えられる（図
15 参照）。

この優先順位は、世界中でさらに透明性が
高まっていることからも、妥当であると言え
る。例えば、情報が不注意であれ、意図的で
あれ公表されなかったとしても、今日のデジタ
ルに接続された社会でそれが明るみに出ない
という保証も、世界的に拡散されないという保
証もない。英国に本拠地を置く金融サービス
会 社、Legal & General の CEO、Nigel Wilson
氏が言うように、「…企業はもっと透明性を高
め、もっとオープンに公開し、さらに社会と
の関わりの度合いを高める必要がある」

製品を購入したり、企業からの仕事を引き
受けたり、あるいは企業と取引をしたりする
ために、その企業が提供する情報に依拠する
人々が増えているため、関心は増している。

48%
の CEO は、ブランド、
マーケティング、コ
ミュニケーションの管
理方法を大幅に改革中
である

今日、私たちが住んで
いるこの透明性の高い
世界では、完全な透明
性を持って仕事をする
以外に方法はない。

Guillermo Tagle
Chairman, Credicorp 
Capital, Chile

成功を正しく測り、伝える
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貴社が事業の中で達成しようとしているものを反映するた
め、組織内の何を計測することが重要かを特定したか？

貴社の報告書作成チームは、広範な非財務情報の報告要件
を満たすため、世界中にいくつもある複雑な基準に無理な
く対応しているか？

貴社は、どのように組織の文化や行動の影響（正と負の両
方）を計測しているか？

貴社は、意思決定において非財務的な影響に関するデータ
を利用するために、正しい内容を正しい方法で計測してい
るかどうかを、どのように確認しているか？

貴社は、顧客やその他のステークホルダーが必要としてい
る情報を貴社が伝達していることを、どのように確認して
いるか？

貴社には、計測すべきだと思われるが、計測方法がわから
ない貴重な無形資産があるか？貴社には、全く計測すべき
ではないと思うものはあるか？

成功の計測と伝達に関する難問

企業は、マーケティング資料、契約書、年
次報告書、財務報告書など、信頼性の高い一
貫した情報やメッセージを広い範囲にわたっ
て伝えるための統制やプロセスを整備しなけ
ればならない。しかし、それは均一的な対応
を意味するものではない。世論は世界の動向
によって形成されるかもしれないが、それら
は現地の感性にも左右される。

CEO のほぼ半数（48％）が、ブランド、マー
ケティング、コミュニケーションの管理方法
を大幅に改革中であるという事実は、企業が
こうした課題をより強く意識するようになっ
ていることの証明でもある。伝えられるもの、
また伝えるべきことには当然限りがある。し
かし、人々がかつてないほど詳細で裏付けの
ある質問を企業に問うようになっている今、
その範囲は拡大する一方である。企業は、透
明性を向上させ、最終的に信頼性を高めよう
とするならば、適切なバランスを見つけなけ
ればならない。リスクや成長だけでなく、会
社の価値観、存在意義、戦略などを計測し、
伝達することによって、適切なバランスを保
つことができるだろう。

?
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複雑さに対応し、 
期待を超える

戦略を実行に結びつける
テクノロジーの進歩、人口構造の変化、都

市の拡大、新興市場の台頭、そして地球の変
化により、世界はグローバル化を超えて多極
的な現実へと移行しつつある。それに伴い、
CEO は、成功の多くの部分が、さまざまなス
テークホルダーの価値観や期待の急速な変化
を感知し、それに対応したかどうかにかかっ
ていることを理解し始めている。

歴史的に、企業は、単に大きな社会問題
に焦点をあてるだけでなく、それにひたむき
に取り組むことで繁栄してきた。19 世紀に
Lever Bros.（Unilever の前身）は、ヴィクト
リア朝の英国において公衆衛生に取り組むこ
とをその中核事業と決め、「Sunlight」ブラン
ドの石けんを売り出したことで繁栄に至る道
を築き始めた 17。米国では、ヘンリー・フォー
ドが、国内で増えつつあった中流階級の生活
の質の向上には、大衆による車の所有が不可
欠であると考えた。

このように何かの問題解決にフォーカスす
ることが、企業を今日の繁栄に導いている。
どのように定義されるにせよ、企業が行う全
てに関する指針となる組織の存在意義を定め、
それを明確なリーダーシップを持って支え、
方向付けることが、効果的に実行するために
必要な最初のステップである。

… 私たちが最初に行う
べきは、私たちが何を
達成しようとしている
のか…「良い食べ物」
と は 何 を 意 味 す る の
か、私たちが何を欲し
ているのかを、全員が
明確に理解し、理解し
たことを確認すること
である。…私たちがそ
れらを実現したいと考
えるとき、あらかじめ
私たちが意味するもの
を正確にしておくこと
は、足並みを揃えるた
めの重要な第一歩であ
ると思う。

Dirk Van de Put
CEO, McCain, Canada
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それは当社が 3 年前に
導入した戦略基盤の一
つであり、そのとき私た
ちは、当社が何をする
かを決めたが、もっと 
重要だったのは、何を
しないかを決めたこと
だ っ た。そ れ は、当 社 
が本当に付加価値を与
えられる分野に注力し、
他 の 雑 事 に 気 を 取 ら
れないようにするため
だった。だから、時間、
人、お金を最大限に活
用するために、常にト
レードオフを意識して
いる。

Susan Lloyd-Hurwitz
CEO and Managing 
Director, Mirvac Group, 
Australia

先頃、PwC の Strategy& は、世界で最も成
功した企業数社を調査し、その成功の鍵となっ
たのは、一つのアイデンティティーに全力を
注ぎ、それを軸として組織体制を整えたこと
であると指摘した 18。オランダを本拠地とす
る金融機関 ING Group の CEO、Ralph Hamers
氏は「会社の存在意義を生きたものにするに
は…、その存在意義が本物であり、従うべき
ものであることを説明できるようにしなけれ
ばならない。…それが全ての出発点だ」と述
べている。

成功している組織では、実行を通じて、か
つて見たことのないほど厳格に戦略の統合を
図っている。そして仕事は、その速さや差別
化を含め、どのように進めるべきかが明確に
決められていることが求められる。このアプ
ローチは、企業の存在意義に沿った魅力的で
特徴ある顧客価値提案、その提案を中心とす
る事業戦略、そしてその価値提案を効果的に
実現する経営モデルと差別化されたケイパビ
リティを定義することを可能にする。

インドの国立証券取引所（NSE）のマネージ
ングディレクター兼 CEO、Chitra Ramkrishna
氏は、組織の焦点と整合性の価値を認識して
いる。

「…私たちの第一の目標は、卓越した企業を
築くことである。…そこでは人々やプロセス
の中に価値がしっかりと根付き、大切にされ
ている」

することと、しないことがはっきりしてい
る企業はコストを削減できるだけでなく、硬
直的な規則や構造ではなく、原則と価値観に
基づいた、柔軟性の高い経営モデルのメリッ
トを享受することができる。その結果、激し
く変動する環境に対応するために必要な、ス
ピードと俊敏さが得られるのだ。

…どんな企業でも譲歩
できないコアバリュー
というものがある。こ
の信頼性、完全性、透
明性、客観性、公平性
といったコアバリュー
は、決して譲ることは
できない。

Chitra Ramkrishna
Managing Director and 
CEO, National Stock 
Exchange of India Limited 
(NSE), India

会社の存在意義や強みを基礎として、少数
の核となる機能横断的なケイパビリティを特
定し開発することが成功への鍵である。少数
の際立ったケイパビリティに特化している企
業は、競合他社よりも高い平均利益水準を達
成する可能性が、そうではない企業の二倍に
達することが証明されている 19。

これまで見てきたように、CEO はさまざま
に異なる（時には矛盾する）ステークホルダー
の要求を満たす事と、自社のビジネスニーズ
を満たすこと（特にコストの削減）の間で板
挟みとなっている。テクノロジー、イノベー
ション、人材をより効果的につなぐことで、
企業はそれを両立するケイパビリティを獲得
することができる。

そのためには、市場や政府の動向とどれほ
ど異なっていようと、顧客が何に関心を抱い
ているのか、また自社の使命は何なのかにつ
いて、深く理解することが求められる。また、
顧客戦略を効果的に実行するために、そうし
たコミットメントを組織全体で共有すること
も必要である。さらに、そうした戦略がどの
ように実行されているのかを計測し伝えるた
めに、データやテクノロジーを最大限に活用
することも欠かせない。

企業にとって、顧客価値の実現と戦略実行
をバランスよく進めていくことが、信頼関係
を構築する唯一の道である。そして信頼関係
こそが、不確実性の時代に事業を行う上で、
最も重要な「通貨」なのである。
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77%

61%58%43%

36%

テクノロジーの進歩

人口構造の変化

世界的な経済力のシフト

気候変動と資源不足

急速な都市化

図B	 テクノロジーの進歩は、企業のさまざまな期
待を変える可能性が高い、世界的なトレンド
だと考えられている

Q：	今後 5 年間に貴社の業界に対する幅広いステークホ
ルダーの期待を変える可能性が最も高いと思われるグ
ローバルメガトレンドを三つ挙げてください。

図A	 地域別の最大懸念事項

Q：	貴社の成長の見通しに対する経済的、政治的、社会的および事業上の潜在的な脅威について、どの程度懸念して 
いますか？

過剰な規制地政学的な
不確実性

地政学的な
不確実性

為替相場の
乱高下／鍵と
なる人材の
調達

為替相場の
乱高下

為替相場の
乱高下

北米アフリカ アジア太平洋中南米CEE（中・東欧）中東 西欧

租税負担の
増加

グローバルな潮流と	
地域的課題

西 欧 で は 過 剰 な 規 制 が
CEO の 最 大 の 懸 念 事 項 と
なっている（81％が言及）。
一方、北米では租税負担の増
加が最大の懸念事項（84％）
である。

アフリカ、中南米、アジア
太平洋地域では、為替相場の
乱高下が CEO の焦点となっ
ている（順に 87％、85％、
81％）。

中東と中・東欧では、当
然ながら地政学的な不確実性
が CEO の懸念の対象となっ
て い る（ そ れ ぞ れ 94 ％ と
86％）。

注：「多少懸念している」または「非常に懸念している」と述べた回答者。

76%

40%

35%

33%

29%

23%

22%

19%

8%個人情報の利用に関する
セキュリティ対策

環境への影響の低減

所得の均等化

従業員のダイバーシティと
インクルージョン
（多様性の受容）

従業員の健康と福祉の充実

わかりやすく、
有効で安定した税制

高い雇用水準

物理的インフラと
デジタルインフラの充実

教育があり順応性の
高い熟練した労働力

図C	 社会にとって最も重要な成果として、最も多くのCEOが挙げたのは
熟練した労働力、次いでインフラ（物理的・デジタル）

Q：	貴社が本社機能を置く国で、今の社会に最も重要なものを以下から三つ挙げてくだ
さい。

詳細な調査結果については、当社の Data Explorer（www.pwc.com/ceosurvey）をご覧ください。

注：1 位から 3 位に挙げた回答者の割合

補足データ
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人員を削減
（2015年 ： 21%）

人員数の変更なし
（2015年 ： 28%）

人員を増強
（2015年 ： 50%）

48%

21%

30%

図D	 CEOの半数近くは、今後12カ月以内に増員を予定

Q：	今後 12 カ月間で、貴社の人員数は増加、減少、または現状維持のうち、どのように 
なるとお考えですか？

図F	 業界によって異なる脅威

Q：	以下は貴社の成長見通しに対する潜在的な経済的、政
策的、社会的、ビジネス上の脅威です。あなたはそれ
ぞれについてどの程度懸念していますか？

図E	 昨年同様、事業のリストラクチャリング計画の上位2位は、コスト削減案
と新たな提携

Q：	今後 12 カ月間に、事業のリストラクチャリングを計画するとすれば、以下のどれ 
ですか？

コスト削減案を
実施する

新たな戦略的提携
または

合弁事業を始める

ビジネスプロセスの一つ、
または業務の一つを
アウトソーシングする

今までアウトソーシング
していたビジネス

プロセスまたは業務を
「インソーシング」する

国内のM&Aを
実行する

クロスボーダーM&Aを
実行する

既存の戦略的提携
または

合弁事業を終える

特定事業の持ち分の
過半数を売却する、

または主要マーケットの
一つから撤退する
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71%

64%

49%

51%

44%

28%

31%

25%

27%

29%

23%

24%

27%

21%

16%

14%

14%

10%

13%

13%

9%

8%

8%

2016年

2015年

2014年

非常に懸念
している 世界平均 あまり懸念

していない

74%

79%

73%

72%

65%

67%

61%

61%

60%

58%

55%

44%

50%

50%

42%

89%

94%

88%

83%

80%

81%

79%

86%

73%

68%

62%

70%

69%

76%

53%

49%

52%

54%

31%

28%

46%

43%

25%

38%

38%

33%

30%

株式市場の
乱高下

気候変動と
環境破壊

サプライチェーン
の混乱

資金調達面
での制約

ビジネスに対する
信頼の欠如

地政学的な
不確実性

為替相場の
乱高下

社会不安

鍵となる
人材の調達

過剰な規制

サイバー脅威

消費者の嗜好や
消費行動の変化

金利の上昇

技術進歩の
スピード

エネルギー

保険

ホスピタリティ・
レジャー

娯楽・
メディア

ホスピタリティ・
レジャー

銀行・
資本市場

保険

金属

エネルギー

保険/鉱業

エネルギー

製薬・ライフ
サイエンス

鉱業

ヘルスケア

公益事業／
ヘルスケア

鉱業

工業生産／
ビジネスサービス

資産運用

鉱業

鉱業

娯楽・
メディア

小売

運輸・物流

ライフサイエンス
／娯楽・メディア

鉱業

公益事業

保険／
工業生産

ホスピタリティ・
レジャー

注：「多少懸念している」または「非常に懸念している」と述べた回答者。
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インタビューにご協力いただいたCEO

Denise Morrison
President and Chief 
Executive Officer
Campbell Soup 
Company, US

Dr. Nigel Wilson
CEO
Legal & General, UK

Wilson Ferreira Jr.
CEO
CPFL Energia, Brazil

Canan M. Özsoy
President and CEO
General Electric 
Turkey

Fernando Gonzalez 
Olivieri
CEO
CEMEX, Mexico

Jean-Bernard Lévy
CEO and Chairman
EDF, France

Ajay Banga
President and Chief 
Executive Officer
MasterCard, US

Eduardo Stock da Cunha
CEO
Grupo Novo Banco, 
Portugual

John Chambers
Executive Chairman 
of the Board
Cisco Systems Inc., 
US

Brian Moynihan
Chief Executive 
Officer
Bank of America 
Corporation, US

David Bojanini
President
Grupo SURA, 
Colombia

Guillermo Tagle
Chairman
Credicorp Capital, 
Chile

Luis Pagani
Presidente
Grupo Arcor, 
Argentina

Ralph Hamers
CEO
ING Group, 
Netherlands

Michael Daniell
Managing Director and CEO
Fisher & Paykel 
Healthcare Corporation 
Ltd., New Zealand

Li Huaizhen
President
China Minsheng 
Investment Corp., Ltd., 
China

Dr. Nuno Amado
CEO
Banco Comercial 
Português, S.A., 
Portugal

Mikko Helander
President and CEO
Kesko Corporation, 
Finland

CEO の視点をさらに深く理解するため、
2015 年第 4 四半期に六つの大陸の 33
名の CEO と直接インタビューを実施しま
した。インタビュー内容は一部、本報告
書内で引用されています。また、ビデオ
インタビュー（抜粋）も、当社のウェブ
サ イ ト www.pwc.com/ceosurvey に 掲
載されており、業界や地域別に検索する
ことができます。
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Herman Gref
CEO and Chairman of 
the Executive Board
Sberbank, Russia

Dr. Ahmed Heikal
Chairman and Founder 
Qalaa Holdings, Egypt

Michael Møller
Director-General
United Nations Office 
at Geneva (UNOG), 
Switzerland

Susan Lloyd-Hurwitz
CEO and Managing 
Director
Mirvac Group, 
Australia

新浪 剛史
サントリーホールディングス 
株式会社
代表取締役社長

André Calantzopoulos
Chief Executive Officer
Philip Morris 
International Inc., 
Switzerland

Larry Ettah
Group Managing 
Director
UAC of Nigeria

Susanna Campbell
CEO
Ratos AB, Sweden

Richard Goyder
Managing Director
Wesfarmers, Australia

Don Lam
Chief Executive Officer 
and Founding Partner
VinaCapital, Vietnam

Richard Pennycook
CEO
The Co-operative 
Group, UK

Dirk Van de Put
CEO
McCain, Canada

Chitra Ramkrishna
Managing Director and CEO
National Stock 
Exchange of India 
Limited (NSE), India

Johan Dennelind
CEO
TeliaSonera AB, 
Sweden

Manuel Manrique
President and CEO
Sacyr, Spain
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北米

146名
（10％）

西欧

314名
（22％）

中・東欧

170名
（12％）

中南米

169名
（12％）

中東
およびアフリカ

134名
（10％）

アジア
太平洋
476名
（34％）

調査方法とお問い合わせ先

調査では、世界 83 カ国の 1,409 名の CEO にインタビューを実施しました。サンプルの選択は
世界の GDP に占める調査対象国の割合に基づいて行い、世界の主要国・地域を通して CEO の意
見が公平に反映されるようにしました。また、このインタビューは幅広い産業全般を網羅してい
ます。お問い合わせをいただければ、地域別、業界別の詳細についてご案内いたします。インタ
ビューの手段は、26％が電話、60％がオンライン、14％が郵送でした。全ての定量的インタビュー
は機密扱いで実施しています。

GDP 規模に基づく世界の上位 10 カ国で調
査対象とする企業の条件は、従業員数が 500
人超、または売上高が 5,000 万米ドル超の企
業としました。続く 20 カ国については従業員
が 100 人超、または売上高が 1,000 万米ドル
超の企業としました。

•	 	30％は、売上高が 10 億米ドル超の企業。

•	 	38％は、売上高が 1 億米ドル超、10 億米
ドル以下の企業。

•	 	28％は、売上高が 1 億米ドル以下の企業。

•	 	60％は、非上場。

•	 	38％は、少なくとも一カ所の証券取引所に
上場。

注：
•	 	全ての数字の合計値が 100％にならない場

合があります。これはパーセンテージの切
り上げや「どちらもでもない」「わからない」
の回答を除外しているためです。

•	 	特に明記していない限り、調査ベースは
1,409 名（全回答者）です。

日本のお問い合わせ先
PwC Japan 
ブランド＆コミュニケーションズ
pwcjppr@jp.pwc.com

世界83カ国の 

1,409名に 
対して 2015 年 9 月
28 日から 12 月 8 日ま
での間にインタビュー
を実施

PwC のグローバルな 
CEO パネルの 

1,747名 
のメンバーにもオンラ
イン調査を依頼し、回
答を得る
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